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単
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令和６年度那賀町物
価高騰対応重点支援
給付金事業（低所得
者世帯支援枠）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　1535世帯×30千
円
事務費　3838千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送
料等）　業務委託料　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1535世帯）

49,888,000 0 44,265,000 0 5,623,000 -                R7.1.20 R7.4以降
継続中
（繰越）

R7.1月定例会で予算計上、現在事業実
施に向け準備中
※R7.3.31現在事業継続中

①対象者にアンケートを実施する予定。
※R7.3.31現在事業継続中

保健医
療福祉
課
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令和６年度那賀町物
価高騰対応重点支援
給付金（子ども加算）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、
低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯
子ども加算　50人×20千円
事務費　101千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送
料等）　業務委託料　として支出]
④こども加算の給付対象世帯数（40世帯）

1,101,000 0 977,000 0 124,000 -                R7.1.20 R7.4以降
継続中
（繰越）

R7.1月定例会で予算計上、現在事業実
施に向け準備中
※R7.3.31現在事業継続中

①対象者にアンケートを実施する予定。
※R7.3.31現在事業継続中

すこやか
子育て
課
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那賀町学校給食物価
高騰対策支援事業

①物価高が続く中、子育て世帯の生活を維持するため
に、小・中学校の児童生徒にかかる学校給食費の一部
支援を行う。
②小中学校の給食費の減免に係る費用（学校給食費に
係る給食材料費（児童生徒分のみ対象で教職員は除
く））に交付金を充当
③R7年１～３月分（小学生（183人×263円×49日＋32
人×263円×44日）＋中学生（74人×303円×49日＋34
人×303円×39日）＝4,229,081円）　事業費　4,229千円
④那賀町小・中学校に在籍する児童生徒保護者 4,118,528 3,500,000 618,528 -                R7.1.8 R7.3.31 完了

①物価高が続く中、子育て世帯の生活を維持する
ために、小・中学校の児童生徒にかかる学校給食
費の一部支援を行う。
②小中学校の給食費の減免に係る費用（学校給食
費に係る給食材料費（児童生徒分のみ対象で教職
員は除く））に交付金を充当
【対象児童生徒数】：小学校215人・中学校111人
③学校給食費「小学校・中学校」（R7.1～3月）
小学校月額（18食以上月）人数
645人×4,550円/月＝2,934,750
小学校実提供食数（18食以下）
10,177食×263円＝2,676,551円
中学校月額（18食以上月）人数
326人×5,250円/月＝1,711,500
中学校実提供食数（18食以下）
4,759食×303円＝1,441,977円
合計4,118,528円
④那賀町小中学校6校に在籍する児童及び生徒

①令和7年3月に、給食費を負担する保護者に対して
「学校マチコミメール」により、事業効果を測るための
アンケートを実施。
②学校給食材料費を支援したことで、物価高騰等で
影響を受ける子育て世代の家計の負担が軽減した。
「経済的負担が軽減された」と回答した割合71％
③本事業の効果を検証した結果、アンケート調査で
「経済的負担が軽減された」と回答した割合が過半数
であり、本事業の目的を概ね達成したと評価できる。
④今後も給食材料の価格等を注視しながら、子育て
世代に対する効果的な支援策を検討する。

教育委
員会
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那賀町高齢者応援商
品券配布事業

①物価高騰の影響を受けている高齢者への支援とし
て、商品券を配布することで経済的な負担軽減に繋げ
るとともに、地域経済の下支えにも繋げる。
②商品券（換金・デザイン・印刷等）委託料及び商品券
発送委託料に充当する。
③(1)商品券（換金・デザイン・印刷等）委託料：
21,098,200円
内訳：65歳～79歳2,000人×3,000円＋80歳以上8000円
×1,700人＝19,600,000円、商品券換金手数料
19,600,000円×2％＋消費税=431,200円、印刷・デザイ
ン代（商品券、ポスター等）869,000円、事務消耗品代
198,000円
(2) 商品券発送委託料：2,238,000円
④本町在住の高齢者（本町住民基本台帳に記載されい
る65歳以上の者）

23,336,000 0 13,339,000 9,997,000 R7.1.20 R7.4以降
継続中
（繰越）

R7.1月定例会で予算計上、現在事業実
施に向け準備中
※R7.3.31現在事業継続中

①対象者にアンケートを実施する予定。
※R7.3.31現在事業継続中

保健医
療福祉
課
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那賀町物価高騰対応
子育て応援お買い物
券配布事業

①物価高騰が続く中で、町内の子育て世帯（約430世
帯）に対し、児童1人あたり1万円の町内限定商品券を配
布（対象児童約720人）することで、子育て世帯の負担を
軽減する。併せて、町内商店の需要喚起に繋げる。
②子育て世帯への補助金及び事務費
③町内対象児童720人×1万円、町内対象子育て世帯
430世帯×110円(切手代)、商品券等印刷製本費
654,500円
④町内在住の子育て世帯（約430世帯）

7,903,000 0 4,500,000 0 3,403,000 -                R7.1.20 R7.4以降
継続中
（繰越）

R7.1月定例会で予算計上、現在事業実
施に向け準備中
※R7.3.31現在事業継続中

①対象者にアンケートを実施する予定。
※R7.3.31現在事業継続中

すこやか
子育て
課

交付対象事業
の名称

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施状況及び効果検証について

事業完了
（予定）
年月日

補
助
・
単
独

Ｎｏ

地方創生臨時交付金実施計画事業概要
（申請時点）

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

対象外経費
（円）

事業開始
（予定）
年月日

事業
実施
状況

所管課
事業の成果
（実績等）

総事業費
（円）

事業の効果等について
①効果の測定方法
②事業の効果
③事業の評価
④今後の取り組み

国庫補助額
（円）

臨時交付金
充当額
（円）

その他
（円）

一般財源
（円）

1/2 徳島県那賀町



交付対象事業
の名称

令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施状況及び効果検証について

事業完了
（予定）
年月日

補
助
・
単
独

Ｎｏ

地方創生臨時交付金実施計画事業概要
（申請時点）

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

対象外経費
（円）

事業開始
（予定）
年月日

事業
実施
状況

所管課
事業の成果
（実績等）

総事業費
（円）

事業の効果等について
①効果の測定方法
②事業の効果
③事業の評価
④今後の取り組み

国庫補助額
（円）

臨時交付金
充当額
（円）

その他
（円）

一般財源
（円）
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那賀町プレミアム商品
券発行事業

①エネルギー・食料品価格等物価高騰の影響により個
人消費が伸び悩んでいるため、プレミアムを付加した商
品券発行することにより、町民の購買意欲の喚起を図
り、消費の町外流出防止及び地域小規模事業者の経
営支援に繋げる。
②地元商工会が発行する商品券に付加するプレミアム
分及び発行事務経費等に対する補助金に充当。
③商工会発行商品券80,000千円×付加プレミア率30%、
事務費（商品券印刷、換金手数料等）1,500千円を加算
した事業費25,500千円
④那賀町商工会及び地域住民

25,500,000 0 15,000,000 0 10,500,000 -                R7.1.20 R7.4以降
継続中
（繰越）

R7.1月定例会で予算計上、現在事業実
施に向け準備中
※R7.3.31現在事業継続中

①事業者等にアンケートを実施する予定。
※R7.3.31現在事業継続中

にぎわい
推進課
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単
独

那賀町物価高騰対策
省エネ家電買換支援
事業

①エネルギー・価格等の物価高騰による電気料金の価
格上昇の影響で、家庭におけるエネルギー費用負担を
軽減するための省エネ性能の高い家電製品への買い
換えなどの支援により、消費者の購入費用の負担軽減
と省エネに伴う消費電力の抑制による電気料金の負担
の軽減に繋げる。
②補助対象製品（エアコン・電気冷蔵庫・LED照明器具）
の購入価格（工事費用・その他経費・消費税及び地方
消費税を除いた額）から30%を乗じて得た額（1,000円未
満切り捨て）又は上限50千円のいずれか低い額での補
助金に充当。
③エアコン…平均価格100千円×30%=30千円
                    20世帯想定×30千円=600千円
　冷蔵庫    …平均価格160千円×30%=50千円（48千円
のため繰上）
                    40世帯想定×50千円=2,000千円
   LED照明器具…平均価格20千円×30%=6千円
                    60世帯想定×6千円=360千円
   合計=600千円+2,000千円+360千円=2,960千円=3,000
千円（繰上）
④那賀町民

3,000,000 0 2,000,000 0 1,000,000 -                R7.1.20 R7.4以降
継続中
（繰越）

R7.1月定例会で予算計上、現在事業実
施に向け準備中
※R7.3.31現在事業継続中

①対象者にアンケートを実施する予定。
※R7.3.31現在事業継続中

にぎわい
推進課
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那賀町介護保険事業
所物価高騰対策支援
事業

①物価高騰等の影響を受けている町内介護サービス事
業所に対し、給付金を支給することで、事業継続への負
担を軽減することを目的とする。
②光熱費等の価格高騰分の一部を補助する給付金に
充当する。
③90万円×3施設、45万円×１施設、
　 30万円×5施設、7.5万円×２施設
④町内に所在する介護サービス事業所 4,800,000 0 4,000,000 0 800,000 -                R7.3.26 R7.4以降

継続中
（繰越）

R7.3月定例会で予算計上、現在事業実
施に向け準備中
※R7.3.31現在事業継続中

①事業者等にアンケートを実施する予定。
※R7.3.31現在事業継続中

保健医
療福祉
課
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